
 

 

第７回 高瀬川流域治水協議会及び 

第１０回 高瀬川大規模氾濫時の減災対策協議会 

 

 

日  時：令和 ６ 年 ２月２０日（火）１３：３０～１５：３０ 

場  所：対面（高瀬川河川事務所会議室）及びＷＥＢ会議（Teams） 

 

議 事 次 第 

   

 

  １.開会 

 

２.挨拶 

 

３.議事 

 1)規約の修正（担当課の名称変更） 

2)特定都市河川指定に向けたロードマップの公表について 

 3)流域治水プロジェクト2.0について 

 4)流域治水推進に向けた自分事化行動計画について 

         5)小川原湖の水環境について 

        6)情報提供 

        ・要配慮者利用施設における避難の実効性確保等に関する市町村職員向け研修会 

        ・ワンコイン浸水センサ 

        ・小川原湖プロジェクトについて（東北町） 

 

    ４.閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

高瀬川流域治水協議会 規約 （改定） 

 

○組織改正に伴う幹事会構成員の変更 

 

【改定箇所新旧対比表】 

現 行 改 定（案） 

別表２（幹事会委員） 

 東北町 下水道課長 

別表２（幹事会委員）  【変更】 

 東北町 上下水道課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

高瀬川流域治水協議会 規約 

  

（設置）   

第１条 「高瀬川流域治水協議会」（以下「協議会」）を設置する。  

 （目的）   

第２条 本協議会は、令和元年東日本台風をはじめとした近年の激甚な水害や、気候変動による水害

の激甚化・頻発化に備え、高瀬川流域において、あらゆる関係者が協働して流域全体で水

害を軽減させる治水対策、「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報共有を行う

ことを目的とする。  

 （協議会の対象流域）   

第３条 協議会は、一級水系川高瀬川流域を対象とする。 

（協議会の構成）   

第４条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。 

   ２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

  ３ 事務局は、第１項による者のほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて別表１の職に

ある者以外の者（学識経験者等）の参加を協議会に求める事ができる。 

（幹事会の構成）   

第５条 協議会の下に幹事会を置く。  

２ 幹事会は、別表２の職にある者をもって構成する。 

   ３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

  ４ 幹事会は協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、対策等の各種検討・調整を行うこと

を目的とし、結果について協議会へ報告する。 

  ５ 事務局は、第２項による者のほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて別表１の職に

ある者以外の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求める事ができる。 

（協議会の実施事項）   

第６条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。   

１ 高瀬川流域で行う流域治水の全体像を共有・検討。  

２ 河川に関する対策、流域に関する対策、避難・水防等に関する対策を含む、「流域治水プロ

ジェクト」の策定と公表。  

３ 「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ。   

４ その他、流域治水に関して必要な事項。  

（会議の公開）   

第７条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によっては、協議会

に諮り非公開とすることができる。 

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開と見なす。 

（協議会資料等の公表）   

第８条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、 個人情報等

で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表しないものとす

る。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した構成員の確認を得た後、

公表するものとする。  

 



 

（事務局）   

第９条 協議会及び幹事会の庶務を行うため、事務局を置く。 

  ２ 協議会及び幹事会の事務局は、高瀬川河川事務所及び青森県が共同で行う。 

（雑則）   

第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事項につい

ては、協議会で定めるものとする。  

（附則）   

第１１条 本規約は、令和２年９月１８日から施行する。   

          令和２年１１月２０日改定 

令和３年２月１７日改定 

令和３年９月１４日一部改定 

令和５年２月１５日一部改定 

令和６年２月  日一部改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１ 

 

高瀬川流域治水協議会委員 

 

（委員）   十和田市長 

      三沢市長  

           七戸町長 

           六戸町長 

      東北町長  

           六ヶ所村長 

      青森県 県土整備部長 

           青森県 危機管理局長  

      青森県 農林水産部長 

           青森地方気象台長 

      東北農政局 北奥羽土地改良調査管理事務所長 

       東北森林管理局 三八上北森林管理署長 

       森林整備センター 東北北海道整備局長 

           国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所長 

 

（事務局） 国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所  

           青森県 県土整備部 河川砂防課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表２ 

 

高瀬川流域治水協議会幹事会委員 

 

 

（委員）    十和田市 総務課防災危機管理室長 

      十和田市 農林畜産課長 

      十和田市 土木課長 

      十和田市 都市整備建築課長 

      十和田市 下水道課長 

          三沢市  防災管理課長 

     三沢市  農政水産課長 

     三沢市  土木課長 

     三沢市  都市整備課長 

     三沢市  建築住宅課長 

     三沢市  下水道課長 

       七戸町  総務課長 

      七戸町  農林課長 

      七戸町  建設課長 

      七戸町  企画調整課長 

      七戸町  上下水道課長 

      六戸町  総務課長 

     六戸町  農政課長 

     六戸町  建設下水道課長 

          東北町  総務課長 

     東北町  農林水産課長 

    東北町  建設課長 

      東北町  企画課長 

      東北町  上下水道課長 

六ヶ所村  原子力対策課長 

六ヶ所村 農林水産課長 

六ヶ所村 建設課長 

六ヶ所村 政策推進課長 

六ヶ所村 上下水道課長 

青森県 県土整備部 河川砂防課 企画・防災グループＧＭ 

青森県 危機管理局 防災危機管理課 防災企画グループＧＭ 

青森県 農林水産部 農村整備課 計画審査グループＧＭ 

青森県 農林水産部 林政課 治山・林道グループＧＭ 

青森地方気象台 観測予報管理官 

東北農政局 北奥羽土地改良調査管理事務所 企画課長 

      東北森林管理局 三八上北森林管理署 森林技術指導官 

      森林整備センター 東北北海道整備局 青森水源林整備事務所長 



国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所 副所長 

 

（事務局）  国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所 

        青森県 県土整備部 河川砂防課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

高瀬川大規模氾濫時の減災対策協議会 規約 

 

（設置） 

第１条 水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条の９及び第１５条の１０の規定に基

づく大規模氾濫減災協議会を設置する。 

（名称） 

第２条 前条の大規模氾濫減災協議会は、高瀬川大規模氾濫時の減災対策協議会（以下「協

議会」）という。 

（目的） 

第３条 協議会は平成２７年９月関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発生したことを

踏まえ、河川管理者、県、市町村等が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハ

ード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、高瀬川において氾濫が

発生することを前提として社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築す

ることを目的とする。 

（協議会の構成） 

第４条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。 

     ２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

     ３  事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて別表

１の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を協議会に求めることが出来る。 

（幹事会の構成） 

第５条 協議会に幹事会を置く。 

  ２ 幹事会は、別表２の職にある者をもって構成する。 

３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、減災対策等の各種検討、調

整を行うことを目的とし、結果について協議会に報告する。 

５ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員の同意を得て、必要に応じて別表

２の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求めることが出来る。 

（協議会の実施事項） 

第６条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

  一 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ 

又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。 

     二 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水を実現するた

めに各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた地域の取組方針を作成し、

共有する。 

     三 毎年、協議会を開催するなどして、地域の取組方針に基づく対策の実施状況を確認す

る。 

また、本協議会等を中心として、毎年出水期前にトップセミナーや堤防の共同点検等を実

施し、状況の共有を図る。 

     四 その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。 

（会議の公開） 

第７条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によっては、

協議会に諮り、非公開とすることができる。 



 ２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会に報告することにより公開と見なす。 

 

（協議会資料等の公表） 

第８条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個人

情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表しない

ものとする。 

     ２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得た後、

公表するものとする。 

（事務局） 

第９条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 

     ２ 協議会及び幹事会の事務局は、高瀬川河川事務所及び青森県河川砂防課が共同で行

う。 

 

（雑則） 

第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事

項については、協議会で定めるものとする。 

 

（附則） 

第１１条 本規約は、平成２８年５月１３日から施行する。 

平成２８年７月２９日改定 

平成２９年７月３日改定 

平成３０年６月１１日改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     



 

別表１ 

 

高瀬川大規模氾濫時の減災対策協議会委員 

 

 

（委員）  十和田市長 

三沢市長  

七戸町長 

六戸町長 

東北町長  

六ヶ所村長 

青森県知事 

青森県 県土整備部長 

青森県 危機管理局長  

青森地方気象台長 

国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所長 

 

（事務局）   国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所 

                青森県 県土整備部 河川砂防課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                            

別表２ 

 

高瀬川大規模氾濫時の減災対策幹事会委員 

 

 

（委員）十和田市 総務課防災危機管理室長 

三沢市  防災管理課長 

七戸町  総務課長 

六戸町  総務課長 

東北町  総務課長 

六ヶ所村   原子力対策課長 

青森県 県土整備部 河川砂防課 企画・防災グループＧＭ 

青森県 危機管理局 防災危機管理課 防災企画グループＧＭ 

青森地方気象台 観測予報管理官 

国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所 副所長 

 

 

（事務局）   国土交通省東北地方整備局 高瀬川河川事務所  

              青森県 県土整備部 河川砂防課 

 

 



参加方法

第７回　高瀬川流域治水協議会及び
第１０回高瀬川大規模氾濫時の減災対策協議会

国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備セン
ター　東北北海道整備局長

石垣　浩司
青森水源林整備事務所　所長
井上　智之（代理出席）

国土交通省　東北地方整備局
高瀬川河川事務所長

清水野　豊

WEB

対面

WEB

WEB

WEB

東北農政局　北奥羽土地改良調査管理事務所長 石岡　正一 欠席

林野庁　東北森林管理局　三八上北森林管理署長 大倉　正彦 欠席

青森県　農林水産部長 赤平　次郎
農林水産部　次長
及川　正顕（代理出席）

気象庁　青森地方気象台長 島津　勝也

WEB

WEB

×

×

WEB

WEB

青森県　県土整備部長 永澤　親兼
県土整備部　理事
古市　秀徳（代理出席）

青森県　危機管理局長 坂本　敏昭
危機管理局　次長
山上　良一（代理出席）

東北町長 長久保　耕治

六ヶ所村長 戸田　　衛
上下水道課　課長心得
寺沢　秀哉（代理出席）

青森県知事 宮下　宗一郎
県土整備部　理事
古市　秀徳（代理出席）

WEB

対面

氏　　名 備　　考

七戸町長 小又　　勉

六戸町長 佐藤　陽大
総務課　課長
 舘　泰之（代理出席）

十和田市長 小山田　久
総務課防災危機管理室　室長
山田　渉（代理出席）

三沢市長 小檜山　吉紀
防災管理課　課長
田代　史麿（代理出席）

WEB

対面

出席者名簿



東北地方整備局

高瀬川河川事務所

特定都市河川指定に向けた

ロードマップの公表について

資料２



気候変動の影響による気温の上昇



これまでの治水対投資の成果 ～浸水面積が激減～



■気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治
水対策、「流域治水」へ転換。

■治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫
域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減
少させるための対策、③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

■流域治水の実施にあたっては、自然環境が有する多様な機能を活かす「グリーンインフラ」の取組を推進する。

「流域治水」への転換・推進



特定都市河川浸水被害対策法の概要

浸水被害対策の総合的な推進のための流域水害対策計画（河川管理者、下水道管理者、都道府県知
事、市町村長が協同）の策定、河川管理者による施設整備の加速化、地方公共団体や民間事業者等
による雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出を抑制するための規制、水害リスクを踏まえたまちづ
くり・住まいづくり等、流域一体となった浸水被害防止のための対策を推進



特定都市河川法の制度・施策等



近年、気候変動の影響によりバックウォーター現象のおそれがある河川や狭窄部上流の河川等で水災害が頻発化してい
ることを踏まえ、これまで政令指定都市をはじめとする都市部を中心に行われてきた雨水貯留浸透施設の整備や土地利
用規制等の流域対策を、地方部も含む全国の河川で重点的に取り組むために流域治水関連法を整備。
土地利用規制等を含む流域水害対策計画に基づき実施される遊水地等の河川整備や雨水貯留浸透対策等のハード整備に
対して、予算を重点化。また、税制優遇等の支援により、水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくりを推進。

流
域
水
害
対
策
協
議
会

設
置

流
域
水
害
対
策
計
画

策
定

貯留機能保全区域の指定

浸水被害防止区域の指定

都
市
浸
水
想
定
等
を
踏
ま
え
て

区
域
を
指
定

気候変動により災害が頻発

※法律等に基づき実施■特定都市河川における区域指定までの主な流れ

浸水被害の危険が著しく高いエリアのイメージ

土地の貯留機能を将来にわたって
保全する区域

洪水が発生した場合に著しい危害
が生じるおそれがある区域

特
定
都
市
河
川

指
定

ハード整備の加速化

・遊水地の整備 ・輪中堤の整備
・排水機場の機能増強
・貯留機能保全区域の周辺整備
（二線堤等）
・河道掘削 など

気候変動による降雨量の増加により、自然的条件
等の理由で浸水被害防止が困難な河川において、
従来想定していなかった規模での水災害が頻発

流域一体となった浸水被害防止のための
対策を推進

特定都市河川指定の主な流れ



■対応：青森県及び７市町村（十和田市、三沢市、東北町、七戸町六戸町、おいらせ町、六ヶ所村）農
政局と打合せを実施。

(主な意見)
・住民への周知をしっかりお願いしたい。
・特定都市河川指定後において事務の増大等について人員不足の中で心配である。など

⇒ 高瀬川を軸に指定することで公表を目指す。

●特定都市河川指定に向けたロードマップ（案）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 備考

高瀬川 1河川
国、青森県
関係7市町村

工程

指定河川数 実施主体代表河川

指
定

計

画

検

討

計
画
策
定

浸水被害対策の実施

※青森県区間における特定都市河川については調整中。

■背景：「流域治水」の推進においては、流域一体となった浸水被害対策を定めた法定計画である流域水害対
策計画に基づき、河川及び下水道の整備に加え、流域における貯留浸透対策や水害リスクを踏まえたまちづく
り・住まいづくり等を全国の河川で展開することが重要であることとされています。これを推進するため、高
瀬川については、当面５年間で先行的に指定等を進める河川になっており、ロードマップについて、関係地方
公共団体との合意形成を図り公表していくこととしております。

特定都市河川指定に向けたロードマップの公表

○引き続き、令和９年度を目途に今後関係機関と調整していく。



                        

 

      令 和 ５ 年 ８ 月 ２ ２ 日 

                      水管理・国土保全局 河川計画課 

  治水課 

 

『流域治水プロジェクト２．０』を策定します 

～気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方向性を公表～ 

気候変動の影響による降雨量の増大に対して、早期に防災・減災を実現するため、流

域のあらゆる関係者による、様々な手法を活用した対策の一層の充実を図り、『流域治

水プロジェクト２．０』として取りまとめます。 

 
＜概要＞ 

流域治水プロジェクトは、上流、下流、本川、支川の流域全体を俯瞰し、河川整備等に

加えて、雨水貯留浸透施設、土地利用規制、利水ダムの事前放流など、あらゆる関係者が

協働し、各水系で重点的に実施する治水対策の全体像を取りまとめた取組です。 

気候変動の影響により、2040 年頃には降雨量が約 1.1 倍、流量が 1.2 倍、洪水発生頻度

が２倍に増加すると見込まれることを踏まえ、流域治水の取組を更に加速化・深化させる

ため、全国 109 の一級水系で、気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方針を反映し

た流域治水プロジェクト２．０に更新してまいります。今般、全国８の一級水系（別紙１

参照）において先行して公表し、他の一級水系についても、今年度を目途に順次更新して

まいります。 

 

≪流域治水プロジェクト２．０のポイント（別紙２・別紙３参照）≫ 

【ポイント①】気候変動による降雨量増加に伴う水害リスク（浸水世帯数等）の増大を

明示する。 

【ポイント②】これに対応するため、本川の整備に加えて、まちづくりや内水対策など

の流域対策を充実し達成目標を設定する（目標の重層化）。 

【ポイント③】この目標を達成するために必要な追加対策等を明示する。 
 
今回公表した流域治水プロジェクト２．０については、以下の HP に掲載されている各

水系の協議会 HP をご覧ください。 
https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html 

添付資料 
別紙１ 【概要】流域治水プロジェクト 2.0 
別紙２ 【事例】仁淀川水系流域治水プロジェクト 2.0 
別紙３ 【事例】太田川水系流域治水プロジェクト 2.0 
 

 

【問い合わせ】国土交通省水管理・国土保全局 治水課 

課長補佐   萩原 健介 （内線：35-542） 

企画調整係長 岡安 光太郎（内線：35-543） 

代表 03-5253-8111 直通 03-5253-8452 
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流域治水プロジェクト2.0
～気候変動下で水災害と共生する社会をデザインする～

2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算
現行の河川整備計画が完了したとしても治水安全度は目減り
グリーンインフラやカーボンニュートラルへの対応
インフラDX等の技術の進展

○ 気候変動の影響により当面の目標としている治水安全度が目減りすることを踏まえ、流域治水の取組を加速
化・深化させる。このために必要な取組を反映し『流域治水プロジェクト2.0』に更新する。

現状・課題 必要な対応

流量

期間

目標とする
完了時期

現在

気候変動下においても、目標とする治水安全度を
現行の計画と同じ完了時期までに達成する
あらゆる関係者による、様々な手法を活用した、
対策の一層の充実を図る

※現行の計画と同じ完了時期までに目標とする治水安全度を達成するため、様々な手法を活用し、集中的に整備を進めることが必要

必要な対応のイメージ

⇒全国109水系で、上記の対策内容を反映した『流域治水プロジェクト2.0』に順次更新する

気候変動
シナリオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

２℃上昇 約1.1倍

全国の平均的な
傾向【試算結果】

流量

約1.2倍

降雨量が約1.1倍となった場合

様々な手法の活用イメージ

同じ治水安全度を確保するためには、
目標流量を1.2倍に引き上げる必要

同じ治水安全度

＝

＜気候変動に対応し
た計画＞
6000トン

（50年に一度の洪水）

＜現行計画＞
5000トン

（50年に一度の洪水）

８水系（豊平川（石狩川水系）・鳴瀬川・関川・雲出川・狩野川・太田川・仁淀川・緑川）で先行して公表
※梯川・由良川・遠賀川も8月末までに公表

別紙１

◆治水施設の多面的機能の活用
・平時における遊水地内の利活用
・MIZBEステーションの整備
（防災×賑わい創出）

◆溢れることも考慮した減災対策の推進
・粘り強い河川堤防の整備
・貯留機能保全地域における、
宅地・事業所等のかさ上げ・移転

◆インフラDX等の新技術の活用
・洪水予測の高度化
・浸水センサの導入
・ドローンによる河川管理の
高度化・効率化

◆治水施設の多面的機能の活用
・ハイブリッドダムの取組推進

◆流域で雨水を貯める対策の推進
・「田んぼダム」の取組の推進
・旧川跡地の雨水貯留活用



流域治水プロジェクト2.0事例（仁淀川水系） 別紙２

【ポイント①】気候変動による降雨量増加に伴う水害リスクの明示

気候変動の影響による流域内の水害リスクの増大について、流域関係者の認識の
共有が重要であることから、現状と気候変動下における水害リスク（浸水世帯数等）
の増大を明示します。

また、今回追加する対策（ポイント③参照）による水害リスクの低減効果も合わせて
明示し、対策の効果を定量的に示します。

【ポイント②】河川整備と流域対策の新たな目標設定（目標の重層化）

ポイント①で示した水害リスクの増加に対応するため、本川の河川整備における治
水対策の目標に加えて、流域対策の達成目標も設定し、まちづくりや内水対策等の
流域対策の更なる充実を図ります。

また、各目標の達成に向けた必要な対策の内容や量・期間及び実施主体も合わせ
て記載し、流域関係者における主体的な流域治水の取組への参画を推進します。

仁淀川水系においては、本川の目標に加えて、仁淀川本川に流入する３支川（波介
川、宇治川、日下川）において、気候変動の影響に伴う降雨量の増加を踏まえた流域
対策と目標設定を実施し、浸水被害軽減を図ります。

【ポイント①】

【ポイント②】



流域治水プロジェクト2.0事例（仁淀川水系）

【ポイント③】必要な追加対策等の明示

ポイント②で示した目標を達成するために必要な河川区域内の追加対策等を明示
するとともに、氾濫域における流域対策の追加対策も合わせて明示し、ハード・ソフ
ト一体となり、流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で「流域治水」を推進して
いきます。

仁淀川水系の本川においては、堰の改築や遊水地の整備、既設ダムの有効活用に
加えて、MIZBEステーション＊の整備や堤防の強靱化などを推進していきます。

【ポイント③】

※流域治水協議会における議論等を踏まえて、今後とも流域関係者が実施する流域対策等の取組
の充実を図ります。また、流域治水プロジェクト2.0で新たに追加した対策については、今後、河川
整備計画変更の過程でより具体的な内容を検討します。

＊河川防災ステーションの上面などを活用した平時における市町村等の取り組みにより、地域活性化や
賑わいの創出が期待される河川防災ステーション



流域治水プロジェクト2.0事例（仁淀川水系）

【ポイント③】

【ポイント③】必要な追加対策等の明示

ポイント②で示した目標を達成するために必要な河川区域内の追加対策等を明示
するとともに、氾濫域における流域対策の追加対策も合わせて明示し、ハード・ソフ
ト一体となり、流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で「流域治水」を推進して
いきます。

仁淀川水系の支川（波介川、宇治川、日下川）においては、雨水排水ポンプの増強
や農業基盤整備に合わせた「田んぼダム」の推進に加えて、特定都市河川の指定やワ
ンコイン浸水センサによるリアルタイムでの情報把握（DX）などを推進していきます。

※流域治水協議会における議論等を踏まえて、今後とも流域関係者が実施する流域対策等の取組
の充実を図ります。また、流域治水プロジェクト2.0で新たに追加した対策については、今後、河川
整備計画変更の過程でより具体的な内容を検討します。



流域治水プロジェクト2.0事例（太田川水系） 別紙３

【ポイント①】

【ポイント②】

【ポイント①】気候変動による降雨量増加に伴う水害リスクの明示

気候変動の影響による流域内の水害リスクの増大について、流域関係者の認識の
共有が重要であることから、現状と気候変動下における水害リスク（浸水世帯数等）
の増大を明示します。

また、今回追加する対策（ポイント③参照）による水害リスクの低減効果も合わせて
明示し、対策の効果を定量的に示します。

【ポイント②】河川整備と流域対策の新たな目標設定（目標の重層化）

ポイント①で示した水害リスクの増加に対応するため、本川の河川整備における治
水対策の目標に加えて、流域対策の達成目標も設定し、まちづくりや内水対策等の
流域対策の更なる充実を図ります。

また、各目標の達成に向けた必要な対策の内容や量・期間及び実施主体も合わせ
て記載し、流域関係者における主体的な流域治水の取組への参画を推進します。

太田川水系においては、本川の目標に加えて、太田川下流のデルタ域における内
水対策と目標設定を実施し、浸水被害の軽減を図ります。



流域治水プロジェクト2.0事例（太田川水系）

【ポイント③】

【ポイント③】必要な追加対策等の明示

ポイント②で示した目標を達成するために必要な河川区域内の追加対策等を明示
するとともに、氾濫域における流域対策の追加対策も合わせて明示し、ハード・ソフ
ト一体となり、流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で「流域治水」を推進して
いきます。

太田川水系においては、既設ダムの有効活用や新規ダムの調査・検討、貯留管等の
整備に加えて、特定都市河川の指定に向けた検討や市街化区域から市街化調整区
域への編入などを推進していきます。

※流域治水協議会における議論等を踏まえて、今後とも流域関係者が実施する流域対策等の取組
の充実を図ります。また、流域治水プロジェクト2.0で新たに追加した対策については、今後、河川
整備計画変更の過程でより具体的な内容を検討します。



流域治水プロジェクト2.0
～気候変動下で水害と共生する社会をデザインする～

水害から命を守り、豊かな暮らしの実現に向けた流域治水国民運動

■現状・課題 ■流域治水プロジェクト更新の方向性

■流域治水２.０プロジェクトのフレームワーク～気候変動下で水害と共生するための３つの強化～

“量”の強化

2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算。
現行の治水対策が完了したとしても治水安全度は目減り
グリーンインフラやカーボンニュートラルへの関心の高
まりに伴い治水機能以外の多面的な機能も考慮する必要
インフラDX等の技術の進展

気候変動を踏まえた治水計画に見直すとともに、流域対
策の目標を定め、あらゆる関係者による流域対策の充実
対策の“量”、“質”、“手段”の強化により早期に
防災・減災を実現
気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方向性を
『流域治水プロジェクト2.0』として、全国１０９水系
で順次更新し、流域関係者で共有

“質”の強化 “手段”の強化

気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
あらゆる治水対策の総動員

溢れることも考慮した減災対策の推進

多面的機能を活用した治水対策の推進

既存ストックの徹底活用

民間資金等の活用

インフラDX等の新技術の活用

気候変動
シナリオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

２℃上昇相当 約１．１倍

全国の平均的な
傾向【試算結果】

流量 洪水発生頻度

約１．２倍 約２倍

※流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は一級水系の河川整備の基本と
する洪水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と乗
じない場合で算定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

降雨量が約１．１倍となった場合

河川整備計画等についても、
気候変動を踏まえ安全度を維持するための
目標外力の引き上げが必要

２０４０～５０年頃には
どのシナリオでも
世界の年平均気温は
２℃程度上昇
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気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

＜現状＞ ＜気候変動考慮後（1.1倍）＞ ＜対策後＞

現況

浸水世帯数
約260世帯

リスク増大 対策後

気候変動

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を
防
ぐ
・

減
ら
す

国・県 約290世帯の浸水被害を解消 高水敷掘削、河口部維持浚渫

概ね
12年

県、市町村 水田貯留やため池の活用による流出抑制により浸水被害（外水、内水）を軽減 田んぼダムの取り組み拡大、ため池等の活用

七戸町、国 浸水被害の防止、軽減 自治体庁舎等に雨水貯留施設の設置、排水機場の遠隔化

被
害

対
象
を

減
ら
す

市町村 新たな居住に対し立地の適正な誘導により、浸水被害を軽減 立地適正化計画策定に向けた検討

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復

興
市町村 「命を守る行動」に繋げるための情報を発信 ワンコイン浸水センサの設置に向けた検討

六ヶ所村 被害の拡大、早期復旧にむけた対策 消防・防災拠点の活用

【目標①】気候変動による降雨量増加後のS33洪水規模に対する安全の確保

○戦後最大洪水を記録した昭和33年9月洪水と同規模の洪水に対し、2℃上昇時の降雨増加を考慮した雨量1.1倍となる規模の洪水が発生した場合、高瀬

川流域では浸水世帯数が約290世帯（現況の約1.1倍）になると想定されるが、事業の実施により浸水世帯への被害は解消される。

浸水世帯数
約290世帯

【目標①】KPI：浸水世帯数 約290世帯⇒0世帯

■浸水想定作成条件
想定外力：昭和33年9月洪水に気候変動を考慮した降雨
※潮位の水位上昇量は考慮していない

浸水世帯数
0世帯



赤川

坪川

作田川

七戸川

青森県

小川原湖

六ヶ所村

小川原湖

七戸川

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

東北町

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

天間ダム（農林）（県）

作田ダム（県）

和田ダム（県）

七戸川

米軍三沢基地

三沢空港

三
沢
対
地
者
爆
撃
場

中野川

二ツ森川

三沢市
七戸町

十和田市

水源地
（八幡岳）

放水路整備【国】
高水敷掘削【国】

立地適正化計画【町】

津波軽減対策
【村】

土砂災害対策【県】

河道掘削、樹木伐採【県】

河道掘削、樹木伐採【県】

河道掘削【県】

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

市ノ渡川

大林川河道掘削【県】

排水機場浸水対策【県】

下水道施設 浸水対策【町】

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

天間ダム

天間ダム（利）事前放流【県】

広域避難体制と広域防災拠点
としての体制整備【町】

市町村境流域境

六戸町

堤防整備、河道掘削【県】

⃝令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、以下の取り組みを一層推進していくものとし、更
に国管理区間においては、気候変動（２℃上昇時）下でも目標とする治水安全度を維持するため、降雨量増加（雨量1.1倍）を考慮した戦後最大洪水で
ある昭和33年９月洪水が流下する場合においても、現行の治水安全度を確保し、洪水による災害の発生の防止又は軽減を図る。

⃝気候変動の影響に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化という新たな課題や、流域の土地利用の変遷に伴う保水・遊水地域の減少等を踏まえ、将来に渡っ
て安全な流域を実現するため、特定都市河川浸水被害対策法（以下「法」）の適用を行い、更なる治水対策を推進する。

● 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・土地の水災害リスク情報の充実

（災害リスクの現地表示、水害リスク空白域の解消、水害伝承の取組促
進 等）

・避難体制等の強化
（タイムラインの運用改善、住民への防災教育や防災知識の普及促進、
要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進、「水害リスクライン・
洪水キキクル」普及・利活用促進、ワンコイン浸水センサの検討・設置
、自主防災組織の取組み拡大 等）

・関係者と連携した早期復旧・復興の体制強化
（広域避難体制と応急的な避難場所の構築、広域避難体制と広域防災
拠点としての体制整備、防災力向上のための人材育成、平時における
気象解説等の充実、消防・防災拠点の活用、水防資機材の拡充 等）

● 氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・洪水氾濫対策

（放水路整備、河口部維持浚渫、高水敷掘削、堤防整備、河道掘
削、橋梁架替、頭首工、揚水機場の改修、インフラDX（施策）における河
川管理の高度化・効率化（３次元点群データの活用等） 利水ダムにおけ
る事前放流の実施 等）

・内水氾濫対策
（排水機場等による浸水対策の強化、排水機場の遠隔化、下水道施設

における浸水対策、自治体庁舎等に貯留施設の設置 等）
・流域の雨水貯留機能の向上

（砂防事業による土砂災害対策、森林整備・治山対策、水田貯留（田ん
ぼダムの取組拡大）、ため池等の活用 等）

● 被害対象を減少させるための対策
・まちづくりでの活用を視野にした水災害リスク情報の充実

（立地適正化計画による水災害軽減対策の推進 等）
（立地適正化計画策定のため、水害リスクの把握及び検討）

高瀬川流域治水プロジェクト【位置図】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

自治体庁舎等に貯留施設の設置【町】

消防・防災拠点の活用【村】

ワンコインセンサの検討・設置【市町村】

ため池等の活用【市町村】

水防資機材の拡充【国】

排水機場の遠隔化【国】

河口部維持浚渫【国・県】

凡 例

浸水想定範囲

高頻度（１／１０）
中高頻度（１／３０）
中頻度（１／５０）
低頻度（１／１００）

大臣管理区間

※流域治水プロジェクト2.0で新たに追加した対策については、今後河川整備計画の変更の過程でより具体的な対策内容を検討する。

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 備考

高瀬川 1河川
国、青森県
関係7市町村

工程

指定河川数 実施主体代表河川

指
定

計

画

検

討

計
画
策
定

浸水被害対策の実施

●特定都市河川指定ロードマップ

ワンコインセンサ（イメージ）

ワンコインセンサの設置により
街中浸水状況をリアルタイムに把握

イメージ
排水桝に調整板を設置した様子

田んぼダムの取組拡大

R6.2更新（2.0策定）

※青森県区間における特定都市河川については調整中。



氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞

・放水路整備、高水敷掘削、河口部維持浚渫、
堤防整備、河道掘削

・津波浸水リスク軽減対策の推進
・排水機場による浸水対策の強化
・下水道施設における浸水対策

 ・自治体庁舎等に貯留施設の設置 等

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進

＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくハード対策

・砂防事業による土砂災害対策
・水田貯留（田んぼダムの取組拡大）
・ため池等の活用

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞

・危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラ
の設置

・水防資機材の拡充

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・流域水害対策計画に基づくソフト対策

“質”
の強化

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・ 橋梁架替、頭首工、排水機場の改修

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・森林整備・治山対策

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞

・立地適正化計画による水災害軽減対策の
推進
（立地適正化計画策定のため、水害リスク
の把握及び検討）

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞

・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・広域避難体制と広域防災拠点としての体制整備
・消防・防災拠点の活用
・自主防災祖記の取組み拡大

“手段”
の強化

○既存ストックの徹底活用
＜具体の取組＞
・利水ダムにおける事前放流の実施

 ・排水機場の遠隔化
○インフラDX等における新技術の活用

＜具体の取組＞

・インフラDX（施策）における河川管理の高度
化・効率化（３次元点群データの活用等）

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞

・タイムラインの運用・改善
・災害リスクの現地表示、水害伝承の取組促進
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・防災力向上のための人材育成
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消
・「水害リスクライン・洪水キキクル」普及・利活用促進
・ワンコイン浸水センサの検討・設置 等

高瀬川流域治水プロジェクト

４



 

令 和 ５ 年 ８ 月 3 0 日 

      水管理・国土保全局河川計画課 
 

流域治水の推進に向けた普及施策の行動計画をとりまとめました 

～「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事化検討会」とりまとめの公表～ 

 

・ 激甚化・頻発化する水災害から命を守り、被害を最小化するためには、住民や企業等が

自らの水害リスクを認識し、自分事として捉え、主体的に行動することに加え、さらに

視野を広げて、流域全体の被害や水災害対策の全体像を認識し、自らの行動を深化させ

ることで、流域治水の取り組みを推進していく必要があります。 

・ このため国土交通省では、令和５年４月に「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り

組む主体を増やす流域治水の自分事化検討会（委員長 国立研究開発法人土木研究所水

災害・リスクマネジメント国際センター長 小池 俊雄）」を設置し、これまで３回の議

論を重ねてきました。 

・ 今般、住民や企業等のあらゆる関係者による、持続的・効果的な流域治水の取り組みの

推進に向け、行政の働きかけに関する普及施策の体系化と行動計画をとりまとめまし

た。 

・ 今後、行動計画に基づき、具体的な施策を進めてまいります。 

＜とりまとめのポイント＞ 

（１）自らに降りかかる水災害への取り組みから、さらに視野を広げて、流域全体の水

災害への取り組みへと自らの行動を深化させていくことで、流域治水の取り組み

を推進していきます。 

（２）知ることと行動することのギャップを埋めるには、自分事として捉えることが重

要であり、各自が行動の可能性や有効性を考える素材や機会を提供する施策を推

進していきます。 

（３）行動計画では、伝え方の工夫や自分事化のための手段、主体的な取り組みが進む

ための環境整備や持続的に進めるためのポイントなど、普及施策を進めていく上

での着眼点と具体策を盛り込んでいます。 
 

＜添付資料＞ 

別紙１：「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事

化検討会」概要 

別紙２：「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事

化検討会」とりまとめ概要 

※ とりまとめは、これまでの検討会資料とあわせて、水管理・国土保全局ウェブサイトで

公開しております。（https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/suigairisk2/index.html） 

 

【問い合わせ先】 

 国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課 栗原（内線 35382）、磯邊（内線 35393） 

代表 03-5253-8111 直通 03-5253-8443 
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#1

水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事化検討会

○ 住民や企業などが自らの水災害リスクを認識し、自分事として捉え、主体的に行動することに加え、さらに視野を広げて、流域全体の被害や水災害対策の
全体像を認識し、自らの行動を深化させていく必要があります。

○ このため、住民や企業等のあらゆる関係者による、持続的・効果的な流域治水の取り組みの推進に向け、行政の働きかけに関する普及施策の体系化と
行動計画をとりまとめるため検討を行うものです。

○ 第１回：令和５年４月28日（金）
・ 流域治水の自分事化に向けた論点整理、取組事例の紹介、今後の進め方について

○ 第２回：令和５年５月25日（木）
・ 委員からの取組事例紹介、とりまとめ骨子（施策の体系化、行動計画、普及施策）

○ 第３回：令和５年６月19日（月）
・ とりまとめ案（施策の体系化、行動計画、普及施策）

（委員 ◎：委員長）
伊東 香織 岡山県 倉敷市長
今若 靖男 全国地方新聞社連合会 会長

（山陰中央新報社 取締役東京支社長）
加藤 孝明 東京大学生産技術研究所 教授

◎小池 俊雄 国立研究開発法人
土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センター長

河野 まゆ子 株式会社ＪＴＢ総合研究所 執行役員 地域交流共創部長
指出 一正 株式会社 sotokoto online 代表取締役
佐藤 健司 東京海上日動火災保険株式会社 公務開発部 次長

佐藤 翔輔 東北大学災害科学国際研究所 准教授
下道 衛 野村不動産投資顧問株式会社 執行役員 運用企画部長
知花 武佳 政策研究大学院大学 教授
中村 公人 京都大学大学院農学研究科地域環境科学専攻 教授
松本 真由美 東京大学教養学部附属教養教育高度化機構 客員准教授
矢守 克也 京都大学防災研究所 教授
吉田 丈人 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授

(敬称略、五十音順）

別紙１

委員等

開催状況

検討会の目的



#1

• 住民や企業などが自らの水災害リスクを認識し、自分事として捉え、主体的に行動することに加え、
さらに視野を広げて、流域全体の被害や水災害対策の全体像を認識し、自らの行動を深化させる
ことで、流域治水の取り組みを推進する。

水災害を自分事化し、総力を挙げて流域治水に取り組む

流域治水

•水災害対策の目的、効果を理解する

• 水災害リスクを認識する •地域、流域の被害を認識する、
対策の全体像を知る

• 他人の被害軽減に寄与できることを認識する
（自分ができること、自分しかできないこと）
• 自分が行動することの意義、役割を理解する

•地域、流域に貢献する行動をする• 的確に行動する

• 水災害リスクを勉強して、
何をすべきかを考える

自らに降りかかる水災害への取り組み 流域全体の水災害への取り組み

持続的な発展、ウェルビーイング

自分のために みんなのために

水災害を自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす
総力戦の流域治水をめざして

自分事化

①知る

②捉える
（自分事として捉える）

③行動する

さらに視野を
広げて

別紙２



#2

気候変動緩和の取り組みも流域治水

2℃の気温上昇時、洪水ピーク流量は

2割増（4℃上昇時4割増）。河川区域

の対策だけでは対応できない。

流域のみんなで、自然、産業を含め文

化として治水に取り組む。

by ALL の流域治水 ◎持続的に開発しつつも社会的
機能を維持しながら災害に備え
る二刀流方式
◎人と人、自然と人、自然と
自然のつながり
◎流域を俯瞰した取り組み
（山川海全部含めて流域治水）

具体施策４．施策を進めていく上での着眼点と具体策

◎トップランナーの育成
◎防災教育を通じて流域に視野を広げる
◎農業・農村地域での取り組み
（水を貯めることに対する農家と水管理組織の合意形成、
防災対策と農村コミュニティ機能の相互依存的発展）

※各水系の流域治水プロジェクト等への反映とフォローアップ

※社会がスローダウンすると自分事と感じる。
（計画運休、休業、道路の通行止めなど）

水災害リスク、
流域治水を知る・流域治水の広報

・リスク情報等の提供

大局的には①知る→②捉える（自分事と捉える）→③行動の流れを作り、取り組みの幅を広げ、
トップランナー育成や要件化・基準化等を通して流域にも視野を広げていく。

１．背景 （流域治水の推進）

①知る

②捉える
（自分事と捉える）

③行動

・流域対策への支援
・取り組み、効果の見え
る化

・トップランナーの育成
・流域治水への貢献
・ビジネスへの支援

・要件化・基準化

自分ができる
ことを考える
※①⇔③の
ギャップを
埋める

水災害対策をする、
地域、流域に貢献
する
※流域治水に取り
組む主体が増える

・連携活動
・教育活動

取り組みの例
意識の醸成を図り、

国民運動、

日本の文化に

日々の生活の中で水害、
防災のことが意識され、
全国的に水災害リスクの
自分事化が図られ、その
視野が流域に広がり、
社会全体が防災減災の質
を高めるとともに、持続
的に発展していく。

３．流域治水に取り組む主体を増やすための取組方針

（５）持続的に流域治水を推進

◎キーパーソンのタイプ（盛り上げ、自然環境、
研究開発、危機意識）＋河川ごとの特徴
◎リーダーの育成
（防災士、気象予報士等との連携等）
◎インフルエンサー活用

◎防災教育に取り組む子供と家族
◎高齢者、災害弱者、若年層
◎リソースが不足している企業、
建設分野他企業
◎地域のコミュニティ
◎金融関係機関

発
信
側

受
け
手
側
の
例

（３） 自分事化を促す相手の把握と絞り込み （発信側と受け手側の例）

◎気象条件を伝えるなど他人事化できない状況を定着
◎取り組みを促す相手の特性に応じて伝え方を工夫
◎インフラツーリズムとの連携など、知る機会を増やす
※ネガティブなことをおしゃれに、楽しいことを伝える。
住民自らのモニタリング

（１） 知っている人を増やすことと伝え方の工夫

流域治水ロゴマーク、ポスター

流域治水の日、週間

河川空間の利活用を通した意識醸成

ＳＮＳ等での情報発信

インフラツーリズムとの連携

ダイナミックＳＡＢＯ はまツーリズム推進

危機管理水位計、簡易カメラ、浸水センサー等の

拡充・閲覧周知

個人 企業・団体地域

◎防災教育（住民自ら記憶を伝える、行動を学ぶ）
◎水害伝承（記憶の風化を防ぎ教訓を伝える）
◎学べるコンテンツ（ウェブ、既存メディア活用）

◎補助金、税制優遇等の支援
◎防災関連ビジネスの推進、取り組みのアピール
◎社会を良くしたいという動機、SDGs

◎取り組みの位置づけ、効果可視化（デジタル活用）

（２） 自分事化の機会創出と手段

防災教育の推進（既存施策）

地域 個人

地域に貢献する水防活動への参画

流域治水オフィシャルサポーター制度

防災・減災ビジネスの推進 （オープンデータ活用）

企業・団体地域

デジタルテストベッド

地域 企業・団体

１） 取り組みを実行する仕組みづくり

◎きっかけは様々（河川の利用や生態系保全の取り組みから始めることも）
◎課題の把握、取組事例の共有と分析、人と人をつなぐ仕組みの構築
２） 社会のモードチェンジ

◎ポジティブな情動、同調圧力も ◎国からの情報発信による環境整備から

（４） 主体的な取り組みが進むための環境整備

共有プラットフォーム （全国流域治水MAP）

地域 企業・団体個人

表彰制度（流域治水大賞）

円滑な避難を支援する人材育成（ファシリテーター

派遣の仕組み）

気候変動リスク開示における民間企業の取り組み

の支援（TCFD）

防災教育に関する素材提供

水害伝承に関する情報（コンテンツ）の普及・拡大

地域 企業・団体個人

２．課題

流域治水を推進する上で、自分事と捉えることが課題

住民や企業などが自らの水災害リスクを認識
し、自分事として捉え主体的に行動する。

水災害リスクの自分事化

流域全体の水災害への取り組みへ

水災害を自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす
総力戦の流域治水をめざして

水災害から自身を守ることからさらに視野
を広げて、地域、流域の被害や水災害対策
の全体像を認識し、自らの行動を深化させ
ることで、流域治水の取り組みを推進する。
※流域治水に取り組む主体を増やす
（自分のためにから、みんなのために）
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５．施策体系（目的、狙い）

ビジネスへの支援流域対策への支援

教育活動

流域治水の広報

連携活動

トップランナーの育成

要件化・基準化

ダム、砂防等イン

フラの役割、メカ

ニズムが伝わる

流域治水の背景、必要性、

意義を知っている人が増える

地域のリスクを知ろうとする

人が増える

取り組みの機運が醸成される

・地域の具体的な水害リスクを知る
・日々の生活の中で水害を意識する
・具体的な対策の必要性、取組内容を理解する

・地域の既往水害を知る
・水害への備えの必要性を理解する
・具体的な備えの仕方を学び、備える
・家族と一緒に水害について考え、備える
・地域の流域治水関連の取り組みに参加する
・地域の河川、自然への理解が深まる

流域治水を自分事と捉え、具体的に

取り組もうとする人が増える

地域のリスクを知ろうとする人が増える

リスク情報等の提供

流域治水のメカニズム、

効果を理解する人が増え、

行動につながっていく

自衛水防をはじめ、

流域治水に関す

る取り組みが進む

主に地域、個人に関するもの 特に企業に特化したもの

防災関連市場が

活性化し、参入企

業が増えることで

水害対策が進む

流域治水への貢献

大雨時に避難する人、避難を支援

される人が増える

水害に対する安全度が高まる

流域治水が持続的に

進む仕組みが整う
地域、個人にとってモデルとなる取り組みが増える

企業の水害リスクに関する情報開示、対策が進む

※流域に視野が広がり、流域治水に取り組む主体が増える

流域治水が文化となることで、地域の安全度が

高まり、産業の持続可能性が高まる。投資価値

も高まる。

取り組み・効果の見える化

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（
自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す ③行動を誘発する
水災害のリスクや、流域治水について
知る機会を増やしていく。

水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行われるよう、
個人、企業・団体の行動を誘発していく。

水災害を自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす
総力戦の流域治水をめざして

流域治水に取り組む
主体が増える
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５．施策体系 自発的な取り組み
を促す施策

一定の強制力を
伴う施策

細字：既存施策
太字：新規施策

特に企業を対象と
した施策

水災害のリスクや、流域治水について
知る機会を増やしていく。

まるごとまちごとハザードマップ
ハザードマップポータルサイトの周知
（ユニバーサルデザイン化）

不動産取引時の重要事項説明

基準化、検査・
摘発 （罰則）

金融・補助金・
支援の要件化

水防協力団体制度

流域治水オフィシャル
サポーター制度

インフラツーリズムとの連携

ダイナミックＳＡＢＯプロジェクト

連携活動

要件化・基準化

危機管理水位計、簡易カメラ、
浸水センサー等の拡充・閲覧周知

水災害対策
訓練の促進

流域治水への貢献

防災・減災ビジネス
の推進（オープン
データ活用）

ビジネスへの支援流域対策への支援

①知る機会を増やす

流域治水ロゴマーク、ポスター

流域治水の日、週間

河川空間の利活用を通した

意識醸成

ＳＮＳ等での情報発信

流域治水の広報

リスク情報等の提供

流域治水施策集等水害リスクマップ

防災教育に関する素材提供

未来の防災に資する人材育成

水害伝承に関する情報
（コンテンツ）の普及・拡大

環境教育
防災教育（学校教育での防災意識向上）
イベント等への参画

教育活動

財政支援

（手引き・ガイドライン等）
技術的支援等
（補助金・税制優遇等）

共有プラットフォーム （全国流域治水MAP）

デジタルテストベッド

円滑な避難を支援する人材育成

トップランナーの育成
気候変動リスク開示における民間
企業の取り組みの支援（TCFD）

表彰・認定制度 （流域治水大賞・水害伝承活動）

流域治水プロジェクト等への反映と
フォローアップ

マイタイムラインの普及

自衛水防や上下流連携の推進

取り組み・効果の見える化

②自分事と捉えることを促す
水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行われるよう、
個人、企業・団体の行動を誘発していく。

③行動を誘発する 流域治水に取り組む
主体が増える

水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

水災害を自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす
総力戦の流域治水をめざして

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（
自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）
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水災害のリスクや、流域治水について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す
水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行わ
れるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく。

③行動を誘発する 流域治水に取り組む
主体が増える

水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

自分事化に向けた取組計画

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（
自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

計画： 「水災害の自分事化」と流域に視野を広げることに関する令和６年度の取組計画

流域治水の広報

○地域防災計画の修正（十和田市、三沢市、七戸町）

○要配慮者施設の避難確保計画の見直し（東北町）

○要配慮者施設の避難確保計画の策定（七戸町）

○災害協定の締結（三沢市）

○自主防災組織等への出前講座

○住民や企業への防災出前講座

○小中学校への出前講座

〇防災士の育成及び講習会受講料等の助成

（十和田市、東北町）

○川の安全教室（青森県）

○広報誌で水害・土砂災害に関す

る啓発活動を実施（十和田市、

東北町）

〇防災気象講話の開催

（三沢市）

○避難情報運用に関するポスター

掲示、マイ・タイムラインの周知

（青森県）

○流域治水PR動画（青森県）

○パネル展の開催（国）

○水防資材の備蓄

（国、十和田市、三沢市）

○自主防災組織への水防

資材等の助成（七戸町）

○水防工法の習得訓練（国、

県、市町村、水防団）

○林業が治山・治水等、多面的な機能を果た

す役割を知るための植樹体験の実施

（東北町、六ヶ所村）

○田んぼ水路の泥上げ及び草刈り （六戸町）

○自主防災組織等との勉強会等の開催

（十和田市、三沢市）

○自主防災組織設立促進のための住民向け

研修会（青森県）

〇重要水防箇所合同巡視

（国、県、気象台、三沢市、東北町、六ヶ所村）

○洪水対応演習（国、気象台）

○ハザードマップの配布（三沢市）

〇避難誘導標識の設置（三沢市）

○浸水想定区域の公表（青森県）

○土砂災害警戒区域の公表（青森県）

○内外水リスクマップの作成（国）

リスク情報等の提供

連携活動

教育活動

計画策定

○防災訓練の実施

○地域密着型防災訓練（十和田市）

○要配慮者施設における避難訓練

（東北町）

○水防訓練（三沢市）

訓練活動 水防活動の支援

高瀬川流域治水協議会

工事の実施

○花切川の土砂撤去（東北町）

○岩渡沢川の改修（東北町）

資料４－２
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令和６年度：自分事化に向けた取組のロードマップ

高瀬川流域治水協議会

①
知
る
機
会
を
増
や
す

取り組み・主対象

防災士育成及び講習会等の助成

◎水災害、流域治水の広報

｜地域｜個人｜企業・団体｜

③
行
動
を
誘
発
す
る

◎連携活動
｜地域｜個人｜団体｜

◎リスク情報等の提供
｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎教育活動
｜地域｜個人｜団体｜

②
自
分
事
と
捉
え
る
こ
と
を
促
す

◎訓練活動
｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎計画策定
｜企業・団体｜

◎水防活動の支援
｜地域｜企業・団体｜

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

要配慮者施設における避難訓練（時期未定）

勉強会

防災士研修会

防災訓練

田んぼの泥上げ、草刈り

ハザードマップの配布等、避難誘導標識の設置、内外水リスクマップの作成

要配慮者施設の避難確保計画の策定と見直し

地域防災計画の修正

小中学校、自主防災組織等への出前講座

パネル展 防災気象講話

広報誌やSNSで水害・土砂災害を啓発

勉強会

植樹体験の実施（時期未定）

勉強会重要水防合同巡視洪水対応演習

水防訓練 防災訓練地域密着型防災訓練

水防資材の備蓄、自主防災組織への水防資材助成

災害協定の締結

水防工法の習得訓練

広報誌の配布



・小川原湖は、汽水・淡水の動植物が生育する多様な生態系を有している。
・しじみ、シラウオ、ワカサギなどの内水面漁業は地域の主要な産業となっており、「小川原湖産大和しじみ」
は、H29年12月に地理的表示(GI)登録、シラウオは水揚量が全国１位。ワカサギ、しじみも全国有数の水揚げで
ある。

小川原湖の水環境

小川原湖産大和しじみ しらうお わかさぎ 天然うなぎ

水産資源が豊富なことから、「宝湖」と呼ばれ、シラウオの水揚量は全国１位
を誇っている。全国的にも貴重な天然ウナギの産地でもある。小川原湖全景

小川原湖畔湖水浴場(三沢市)
年間利用者数 約３万８千人

浜台湖水浴場(東北町)
年間利用者数 約１万2千人

小川原湖湖水浴場(東北町)
年間利用者数 約６万６千人

小川原湖湖水浴場(東北町)

湖水まつり花火大会(東北町)

カヌー・カヤック等湖水面利用も盛ん

小川原湖畔湖水浴場(三沢市)※年間利用者数 H31年度 河川空間利用実態調査

小川原湖

太平洋

三沢市

六ヶ所村

東北町

高瀬川

高瀬川

砂土路川 姉沼

内沼

■小川原湖の現状
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上
・
G

中 ＜G上層＞水深0.5ｍ ＜G中層＞水深9.5m ＜G下層＞水深18.0m

環境基準3.0mg/L（湖沼A類型）

環境基準3.0mg/L（湖沼A類型）

小川原湖の水質（上・中層）は、平成10年代後半から悪化傾向にあったが、平成21年を境にＣＯＤが緩やかに
減少傾向にあり、平成10年代後半の状況とは異なる様相を呈している。
一方、下層は、平成26年以降ＣＯＤ30～45mg/L程度と高い状態で推移、令和４年にはＣＯＤ90mg/L程度と環境
基準値の約30倍もの高い値となっている。
小川原湖のＣＯＤは、上層・中層・下層の全てで環境基準を超過し近年も悪い状況にある。
令和５年のＣＯＤは、各層とも令和４年より悪い値となっていない。

大規模なアオコ発生
（H16）

大規模なアオコ発生
（H21～H22年）

小川原湖の水環境 ～水質の状況～

R4年 COD75%値 上層 6.4mg/l
R4年 COD75%値 中層 5.6mg/l

R4年 COD75%値 下層 95mg/l

令和５年水質調査結果

結
氷
の
た
め
デ
ー
タ
無



小川原湖の水環境 ～流入負荷（出水の影響）～

○水質調査の実施と流入負荷量の算定
高瀬川河川事務所では、定期水質調査（月１回）と出水時
水質調査を実施しており、小川原湖や流入河川（七戸川、砂
土路川、土場川、赤川、姉沼川、中津川）の水質状況の把握
・データ蓄積しています。出水時には、平常時に比べ汚濁負
荷量が多くなることが分かっています。

y = 83.965x2.5276

y = 3.2408x1.0252

y = 2.9781x1.1178
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量
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/s
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m
²）

比流量(m³/s/km²)

出水時

灌漑期＋しろかき期5/1～8/31

非灌漑期＋融雪期9/1～4/30

※S55～R4の
データを使用

平常時：

2013

出水時：

4393

COD負荷量

6407トン/年

COD負荷量(トン/年)

平常時：

835
出水時：

823

窒素負荷量

1659トン/年

窒素負荷量(トン/年)

平常時：

23.7

出水時：

56.8

リン負荷量

80.6トン/年

リン負荷量(トン/年)

（約３１％）

出水時には、汚濁
負荷量が多くなる。

平常時の汚濁負荷量は
出水時に比べると少な
い。

○流入負荷量の内訳
小川原湖へ流入する負荷量の平常時・出水時の内訳を整理すると、出水時の流入負荷量が５～７割を占めています。

これらを減らすために、出水時に汚濁物質を一時的に貯留する対策や流出を遅らせる対策など、少しでも流入負荷が減るような
工夫を沿川流域の皆様が一帯となり取組んでいくことが必要です。

【小川原湖への流入負荷量の種別内訳】

（約６９％）

（約３０％）

（約７０％）
（約５０％） （約５０％）
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目 的

構 成

●小川原湖水環境の目標像設定
●水環境全体計画のあり方提言
●水質浄化対策全般に関する指導助言
●流域対策、関係機関との連携の助言
●監視体制に関する助言
Ｈ２１．２設立

学識者、国、県

●小川原湖に流入する汚濁負荷量の
低減対策に係る行動指針
●小川原湖に流入する汚濁負荷量の
低減対策の推進
●その他水環境の保全に必要な事項

青森県、有識者、流域市町村、関係
団体（観光、漁業、農業・畜産、林
業、農村整備・環境公共、環境保護
）、国(林野庁、高瀬川河川事務所)
(Ｈ２７.１０設立)

小川原湖水環境改善行動指針

●平成２９年１月策定

小川原湖流域水環境対策協議会

・県主体

小川原湖水環境対策協議会

国、県、流域市町村

●水環境全体事業計画の策定、改定
●水環境全般について協議
●現状と課題についての認識を共有
●事業計画に基づく水環境改善の進捗を共有
Ｈ２４．３設立

小川原湖水環境改善計画

●平成２５年２月１２日策定

・小川原
湖の適切
な湖沼管
理を実現
するため
の水環境
事業に関
する全体
計画を策
定する際
に必要な
技術的な
助言を行
う

小川原湖水環境技術検討委員会

湖内対策 流域対策・国主体

連携・
情報共有

高瀬川水系流域治水協議会

●流域全体で水害を軽減させる治水対策「流
域治水」を計画的に推進する

●小川原湖における､覆砂・ウエットランド整
備､浅場創出や流域全体での水質に係る環境
の保全など､自然環境が有する多様な機能を
活かすグリーンインフラの取組を推進
Ｒ２．９．１８ 設立

国、県、流域市町村

目 的

目 的
目 的

構 成
構 成

構 成

流域治水プロジェクト

流域治水プロジェクト ●令和３年３月３０日公表

●令和４年３月３１日更新（グリーンインフラ）

【連携・情報共有の目的】

既存の小川原湖水質改善に向
けた枠組と共有して、グリーンイン
フラの取組を推進する

小川原湖の水質改善に向けた関係機関との連携 流域治水プロジェクト×グリーンインフラ

小川原湖の水環境 ～取組体制～

・国土交通省と青森県は、湖内対策及び流域対策を連携して取り組んでいます。また、沿川市町村の皆様とともに流域治水プロジェクトにおい
てグリーンインフラの取組みも推進しています。



砂の投入状況（試験施工時）砂の積込状況（試験施工時）

・平成３０年より試験施工を実施してきており、今年度から本格的に工事に着手しました。

・令和５年度の当初予算に加え、補正予算を確保し、効果発現にむけて工事を継続していきます。

底泥表面を砂で覆うことにより、底泥からの溶出負
荷の低減、底質の改善を図る。

◆覆砂

覆砂予定区底泥の状況

小川原湖の水環境 ～高瀬川河川事務所の取組み 覆砂工事～



事 務 連 絡   

令和６年２月８日 

 

各都道府県 河川主管課長 殿 

各都道府県 砂防主管課長 殿 

 

国土交通省 水管理・国土保全局      

河川環境課 水防企画室長        

国土交通省 水管理・国土保全局      

砂防部 砂防計画課 地震・火山砂防室長 

 

要配慮者利用施設における避難の実効性確保等に関する 

市町村職員向け研修会の開催について 

 

令和６年能登半島地震では、地震とそれに伴う津波等により甚大な被害が発生しました。洪水や

土砂災害、地震に伴う津波等の災害に対しては、要配慮者利用施設の利用者の円滑かつ迅速な避難

が非常に重要です。そのため、水防法、土砂災害防止法及び津波防災地域づくりに関する法律にお

いて、市町村の地域防災計画に定められた要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画の作成、

訓練の実施及びそれらを市町村長に報告することが義務付けられています。 

要配慮者利用施設の管理者等から提出された避難確保計画や訓練報告について、市町村はその内

容が実効性のあるものとなるよう適切な助言又は勧告を実施することが重要です。ついては、下記

のとおり、要配慮者利用施設における避難の実効性確保の取組を推進するための市町村職員向け研

修会を開催致しますので、貴管内市町村に本研修会への参加について周知願います。 

 

記 

1 対象 

要配慮者利用施設の避難確保計画等を担当する市町村職員 

※ 防災部局の職員だけでなく、福祉部局、衛生部局、教育委員会等の職員も参加可能です。 

 

２ 研修方法 

 ウェブ会議システム（ZOOM）を使用したオンライン研修 

 なお、参加の有無に関わらず、研修内容を録画したものを後日送付いたします。 

 

【ウェブ会議システム（ZOOM）を使用したオンライン配信の注意点】 

 ウェブ会議システムの１回あたりの参加数には上限（上限アクセス数 1000 アクセス）がある

ことから、都道府県毎に受講時間を振り分けておりますので、できる限り該当の時間に受講

していただきますようお願いします（※ご都合が悪い場合は、該当の時間以外での受講も可

能です）。 

 多くの市町村にご出席いただきたいと考えておりますので、１市町村あたり原則１アクセス

とさせていただきます。 
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 なお、１アクセスあたりの人数は制限しませんので複数人でお集りの上、PC 画面をスクリー

ンに映すなど、適宜ご対応していただくとともに、オンライン会議の開始５分前には参加し

ていただきますようお願いします。 

 

３ ウェブ会議システム（ZOOM）を使用したオンライン研修の日時・オンライン URL 

令和６年２月２１日（水）１０：３０～１１：３０ 

対象市町村：北海道開発局管内及び東北・関東・北陸地方整備局管内の市町村 

（北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉
県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、新潟県、富山県、石川県の市町村） 

https://us02web.zoom.us/j/88666590615?pwd=RlRYbzJZejZDc0hVMDZKMm9oMDlOUT09 

ウェビナーID：886 6659 0615 

パスコード：879830 

 

令和６年２月２６日（月）１０：３０～１１：３０ 

対象市町村：中部・近畿・中国・四国・九州地整管内および沖縄総合事務所管内の市町村 

（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌
山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡
県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県の市町村） 

https://us02web.zoom.us/j/81945124431?pwd=ZHBjTytCSUxWdGNrbzRVTmMzWHczQT09 

ウェビナーID：819 4512 4431 

パスコード：597939 

 

４ 研修内容（予定） 

  ・要配慮者利用施設における避難確保計画・訓練の取組について 約 25 分 

    （内容：水防法等の制度の概要、市町村による助言・勧告の具体事例の紹介 など） 

  ・津波に対する警戒避難体制の強化について 約 15 分 

（内容：津波防災地域づくりに関する法律における津波災害警戒区域の概要、能登半島地

震において訓練が効果を発揮した事例の紹介 など） 

  ・質疑応答 

※ 研修資料は、別途改めてお知らせします。 

 

５ アンケート提出のお願い 

 今後の業務の参考とするため、研修内容についてのご意見やご質問、貴市町村での取組などにつ

いてのアンケートを実施しますので、研修の終了後、以下の回答フォームからご入力ください。 

 【回答フォーム】 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSdt84r28Llr9OEFNecGKb1i_sOliAnDnwX7YiOV8q6iZf

H6Bw/viewform?usp=sf_link 

※ 回答は３月８日（金）までにお願いします。 

※ 市町村のセキュリティ設定によっては、上記アドレスにアクセスできない可能性もありま

す。その場合は、別途お送りするエクセルを活用して必要事項を入力し、報告をお願いします。 

 



６ 問合せ先：国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課 

               水防企画室 課長補佐   深町 知宏 

津波水防係長 古橋 卓也 

                    TEL 03-5253-8460（直通） 

       国土交通省 水管理・国土保全局 砂防部砂防計画課 

        地震・火山砂防室 企画専門官  竹島 雄介 

                 地震対策係長 鈴木 駿生 

          TEL 03-5253-8468（直通） 

 

研修会当日の緊急連絡先、メールでのアンケート提出先： 

  一般財団法人 国土技術研究センター TEL：03－4519－5001（白井、志村）  

MAIL： k.shirai@jice.or.jp 

 

 



ワンコイン浸水センサ実証実験 参加のメリット
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令和５年度 ワンコイン浸水センサ実証実験

令和5年度実証実験に参加する自治体・企業等（５８自治体・２6企業等）

令和6年1月4日時点

※（ ）書きは令和4年度からの継続参加者

北海道美瑛町

北海道新得町 （株）水工リサーチ

北海道音更町 （株）北開水工コンサルタント

青森県鰺ヶ沢町 青森県県土整備部河川砂防課

宮城県大崎市 一般財団法人 日本気象協会

山形県中山町 （株）テイデイイー

山形県川西町 （株）テイデイイー

福島県伊達市 太陽誘電（株）

茨城県常総市

茨城県境町 一般財団法人 日本気象協会

群馬県高崎市 太陽誘電（株）

エヌエスティ・グローバリスト（株）

坂戸、鶴ヶ島下水道組合
朝日航洋（株）共同体

埼玉県戸田市

エヌエスティ・グローバリスト（株）

坂戸、鶴ヶ島下水道組合

一般財団法人 日本気象協会

千葉県野田市 エヌエスティ・グローバリスト（株）

千葉県佐倉市 （株）広域高速ネット二九六

千葉県酒々井町 （株）広域高速ネット二九六

東京都世田谷区

岐阜県大垣市 （株）オリエンタルコンサルタンツ

静岡県磐田市

静岡県函南町 エヌエスティ・グローバリスト（株）

（損害保険ジャパン（株））

（中央大学研究開発機構）

（あいおいニッセイ同和損害保険（株））

セイコーインスツル（株）

愛知県豊田市

愛知県幸田町

AIG損害保険（株）

中央大学研究開発機構

三重県桑名市 中央大学研究開発機構

京都府南丹市

兵庫県姫路市 旭光電機（株）

埼玉県坂戸市

埼玉県川越市

自治体名
企業・団体名（代表者）

※左記自治体内でセンサを設置する企業・団体等

三重県津市

（愛知県岡崎市）

（中央大学研究開発機構）

（オプテックス（株））

（東京海上日動火災保険（株））

兵庫県豊岡市 （株）オーク 

兵庫県三田市 旭光電機（株）

兵庫県西脇市

兵庫県小野市

兵庫県朝来市

（ワンコイン浸水センサ実証実験共同体）

喜多機械産業（株）

兵庫県養父市

兵庫県加藤市

兵庫県播磨町

島根県江津市

島根県川本町

岡山県岡山市 国立大学法人岡山大学

岡山県総社市

岡山県備前市

徳島県吉野川市

徳島県石井町

（徳島県美波町） 喜多機械産業（株）

高知県四万十市 中央大学研究開発機構

高知県いの町 中央大学研究開発機構

福岡県久留米市 三井住友海上火災保険（株）・積水樹脂（株）・大東建託（株）共同体
（佐賀県神崎市） （（有）ジョイックス交通）

熊本県球磨村 大和ハウス工業（株）

大分県日田市

宮崎県宮崎市

宮崎県都城市

宮崎県国富町

宮崎県綾町

宮崎県高鍋町

宮崎県木城町

自治体名
企業・団体名（代表者）

※左記自治体内でセンサを設置する企業・団体等

（兵庫県南あわじ市）

（兵庫県加古川市）
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北海道美瑛町

北海道新得町

北海道音更町

青森県鰺ヶ沢町

山形県川西町

山形県中山町

群馬県高崎市

埼玉県川越市
埼玉県坂戸市

埼玉県戸田市

宮城県大崎市

福島県伊達市

茨城県境町
茨城県常総市

千葉県野田市
千葉県酒々井町

千葉県佐倉市

東京都世田谷区
静岡県函南町

静岡県磐田市

愛知県岡崎市

愛知県豊田市

愛知県幸田町

三重県津市
三重県桑名市

岐阜県大垣市

京都府南丹市
兵庫県豊岡市
兵庫県養父市
兵庫県朝来市

兵庫県姫路市

兵庫県三田市

兵庫県加古川市

兵庫県南あわじ市

兵庫県西脇市
兵庫県加東市

兵庫県小野市

兵庫県播磨町

岡山県備前市
岡山県岡山市
岡山県総社市

徳島県美波町
徳島県吉野川市

高知県いの町
高知県四万十市

島根県川本町
島根県江津市

徳島県石井町

大分県日田市

佐賀県神崎市

福岡県久留米市

熊本県球磨村

宮崎県都城市

宮崎県国富町

宮崎県綾町

宮崎県高鍋町
宮崎県木城町

宮崎県宮崎市

ワンコイン浸水センサ実証実験 参加自治体（R6.1.4時点）
○参加自治体 ：５8
○参加企業等 ：２６
○センサ製造者 ： ６
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■以下のWEBサイトにこれまでの実証実験の取組や公募に関する資料等を掲載しています。
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html

ワンコイン浸水センサ実証実験に関する資料

■実証実験に関する問い合わせ先
国土交通省 水管理・国土保全局
河川計画課 河川情報企画室 外山・中村 TEL：03-5253-8446 8



湖内環境の改善 生活・産業排水対策
清 掃

小川原湖プロジェクト
～未来につなごう わたしたちの 宝湖～

学習・啓発

・児童を対象とした
植林体験・水産教室

・町ケーブルＴＶ等を
活用した啓発活動

・下水処理対策
(合併浄化槽、下水接続)

・農業における
化学肥料の低減対策

・畜産・酪農における
堆肥場の巡回活動

資源管理・回復

・ウナギやシジミ貝
放流

・産卵保護区や漁期の
設定

販路開拓・ＰＲ
・ＰＲイベントの開催
美味満彩祭り
しらうお丼祭り

・県内外で開催される
フェアへの参加

・新たな商品開発

・小川原湖周辺での
ゴミ拾い活動

・不法投棄防止の
看板設置

・漂流・漂着する
ごみや水草の回収

・外来生物の駆除

調査・研究

・湖内のモニタリング

・寄生虫の調査
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小川原湖プロジェクト
～未来につなごう わたしたちの 宝湖～

〇水質改善に向けて地域の関係者が一丸となって取り組んでいくことが重要。

〇意識の高揚と統一を図るため、取組のシンボルとしてポロシャツを制作・販売予定。

※ポロシャツのデザインは青森中央文化専門学校の生徒さんに依頼 2
表 裏

※各市町村のマスコットを
プリント予定

（今後各市町村と協議予定）

※デザインは一部変更となる可能性があります。



小川原湖プロジェクト
～未来につなごう わたしたちの 宝湖～

＜皆様へのお願い＞
・水質改善を図るためには、関係機関や流域７市町村の皆様の協力が不可欠。

・貴重な地域資源である小川原湖を次世代に引き継ぐため、
当町ととともに立ち上がっていただきたい。

＜現時点での具体的なお願い＞
・今後の検討材料とするため、
小川原湖に関連して各市町村が現在実施していること（ゴミ拾い活動等）の把握に
ご協力いただきたい。⇒アンケート調査を実施予定

・ポロシャツが完成した際にはＰＲ及び着用にご協力いただきたい
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